予算要求資料
平成31年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：商業振興費　　　
	事業名　商品開発・販路拡大サポート事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部　地域産業課　県産品流通支援係　電話番号：058-272-1111（内3092）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　15,800千円（前年度：12,181千円）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	12,181
	5,628
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,553

	要求額
	15,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,800

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・県内モノづくり企業は、ＯＥＭ・下請け体質の企業が多く、直接消費者の声を聞きモノづくりに活かす経験に乏しい。また、販路開拓力が十分とはいえず、大消費地である首都圏事業者（卸、小売、商社等）との繋がりが希薄である。このため、県内企業には、国内外の競争に打ち勝つ商品を着実に市場へ流通できるための支援が必要である。
・そこで県では、金融機関等が持つ首都圏の百貨店へのネットワークや商談会のノウハウを活用し、県内企業の流通拡大を支援する。
（２）事業内容
１）県施策関係商品の流通拡大支援事業
・大消費地であり、２０２０年東京オリ・パラを控えた首都圏に向け、県施策関係商品の流通拡大の支援を強化。

・首都圏百貨店等のバイヤーと連携し、成約率の高い個別商談会を開催。
・バイヤーとの連携のもと、首都圏の百貨店等にて、テスト販売を実施し、売上情報や消費者の声をフィードバックすることで、メーカーによる商品のブラッシュアップを支援。
２）県産品販売・情報発信拠点「ＴＨＥ ＧＩＦＴＳ ＳＨＯＰ」連携事業

・ＪＲ岐阜駅に隣接する商業施設「アクティブＧ」内の県産品アンテナ

ショップにおいて、次の事業を実施する。

①県内商材の掘り起し及びテストマーケティング

②ショッププロデュースによる商品のブラッシュアップ支援
③県施策と連動した企画展、及び市町村等と連携したイベント
（３）県負担・補助率の考え方

・県が首都圏等のバイヤーと県内メーカーのマッチングを行い、ブラシュアップや商品開発にかかる製造、設備投資等は事業者が負担する。

（４）類似事業の有無
     　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	720
	

	旅費
	1,201
	職員業務旅費

	需用費
	102
	事務消耗品費

	役務費
	95
	通信運搬費

	委託料
	13,682
	業務委託料

	合計
	15,800
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

「岐阜県成長・雇用戦略２０１７」
[３]海外展開・販路拡大支援プロジェクト

（２）国内におけるビジネスチャンスの提供

（３）新分野に挑戦する中小企業の新商品開発、販路開拓等への助成

（２）後年度の財政負担

　　企業知名度の定着化、及び商品開発の成果を確認するため、3年程度の支援が必要。
（３）事業主体及びその妥当性
　　　首都圏等のニーズをダイレクトに反映した商品を開発・販売することで売上向上はもとより、事業者自らが国内外の競合品より販売力のある商品を開発するノウハウを身に着けることができる。
　
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


＜１）首都圏百貨店等をアンテナショップとして活用したテスト販売の実施＞

	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	県内民間企業の持つ首都圏百貨店等へのネットワークを活用し、首都圏バイヤーとの個別商談会や、テスト販売などを実施し、県内企業の販路を拡大する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	首都圏向けにテスト販売する商品数
	
	
	
	
	30商品（H31）

	％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	＜平成３０年１１月現在＞
・首都圏バイヤーとの個別商談会を５回開催。
・１７２社の申込みがあり、書類選考の結果、１０５社が商談会に参加。


（前年度の成果）
	＜平成３０年１１月現在＞
・商談会を開催したことにより、首都圏百貨店等におけるテスト販売や、催事出展、カタログギフトへの掲載等が決定。
・商談会のスキーム及び開催形式は、予め対象分野を決め、申込企業を書類選考した後、首都圏バイヤーが会いたい企業（商品）とのみ商談できるため、効率的、生産性が高いとの高評価を得ている


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　県内モノづくり企業がＯＥＭ・下請け体質から脱却するためには、首都圏のバイヤーや顧客と直に接点を設け、消費者視点に立った市場性の高い商品づくりを支援することが不可欠である。また、発信力のある首都圏でのテスト販売は、岐阜県商品の販路拡大にも貢献する。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	　


（今後の課題）

	　テスト販売において一時的に売り上げが増大しても一過性の成果でしかなく、その後、県内メーカーが首都圏のバイヤーや売り場担当者と継続的なコミュニケーションを図り、売れ行きや改善点をブラシュアップにフィードバックしていくことが真の商品力強化・継続販売へとつながる。今後は企業の積極的な商品開発マインド形成についてもバックアップしていく必要がある。


（次年度の方向性）
	東京オリンピック・パラリンピックの期間中に、岐阜県の県施策関係商品等が東京で展示・販売できるよう、首都圏百貨店等とのネットワーク構築に努める。


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


＜２）ＴＨＥ ＧＩＦＴＳ ＳＨＯＰ連携事業＞

	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県民の誇りとなる県産品を取扱う拠点の認知度を高め、県産品の情報受発信拠点としての機能を高める。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値
	目標
	達成率

	拠点の認知度

(顧客登録者数)
	
	3,451

(H26)
	8,413

(H27)
	12,255
(H28)
	15,522

(H29)
	18,343
(H30.11)
	24,000

(H31)
	70.5

 ％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	<平成30年9月現在>

・常時2,800以上のアイテムを展示販売（随時販売アイテムの発掘を実施）

・毎月4回程度、午前と夜の2回、県産品の情報発信と販売促進を目的に

ワークショップを開催。

・その他、体験会・試食販売会（計30回）を実施。特集ディスプレイ、各種フェア（計8回）実施。




（前年度の成果）

	<平成30年9月現在>

平成29年は年間来店者15万人を超え、目標を達成した。また、「食」を重点としたトータルコーディネートでライフスタイルを提案し、週末には試食・試飲販売会を実施。継続して安定した来店客数と売上を維持している。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	拠点の最大の顧客は県民であり、県の玄関口である岐阜駅で拠点を整備する必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	拠点の設置により、営業力が弱い中小・零細企業の販路拡大を支援することができ、有効性は高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	拠点の運営を民間事業者に委託することにより、民間ノウハウを活用した効率的な運営を目指す。


（今後の課題）

	来年度は、当初事業期間の終了に伴う新たな契約のスタートとなるため、これまで以上に拠点の魅力を向上させるとともに、市町村や関係団体、事業者との連携による拠点を活用したイベントの実施や拠点で販売するアイテムの掘り起しにより、産業支援機能を強化し、事業効果を高める必要がある。


（次年度の方向性）
	現拠点の運営スタイルを継続していくことを前提とした契約更新としつつ、ワークショップの充実など、拠点の魅力向上に重点をおき、引き続き県内企業、市町村、関係団体等と連携しながら拠点での事業展開を行う。




